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「経営力向上計画」
人材育成、コスト管理等のマネジメントの向上や、設備投資等により事業者の生産性を向上をさせるための計画です。
事前に事業分野ごとの担当省庁に計画を提出し認定を受けます。


　新たに取得した一定の設備について
固定資産税が３年間２分の１になります。
さらに中小企業経営強化税制（法人税・所得税）の活用により即時償却または最大で１０％の税額控除が可能です。






